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1. 基本方針  

当社は、石灰製造を通じて社会基盤を支える企業として、安定した製品供給、品質、収益性を確保

しながら、温室効果ガス排出量の削減に取り組みます。 

2050年カーボンニュートラルの実現を長期的な方向性として見据え、当社の事業特性、技術動向、

エネルギー供給環境および経済性を踏まえ、段階的かつ実効性のある GX（グリーントランスフォー

メーション）を推進します。 

具体的な削減目標や投資計画については、排出量・エネルギー使用実態の精緻化および各種技術の

経済性評価を行った上で、経営計画との整合を図りながら設定・更新します。 

2. 石灰製造事業における脱炭素への認識 

石灰製造では、石灰石焼成工程におけるエネルギー使用に伴う温室効果ガス排出に加え、石灰石の

脱炭酸に由来するプロセス排出が発生します。 

当社は、このような石灰製造特有の排出構造を踏まえ、省エネルギー、燃料・電力の低炭素化、設

備の高効率化等に加え、製造工程から発生する CO₂を有効利用する取組を重要な選択肢の一つとして

位置付けています。 

また、技術の成熟度、エネルギー価格、原料・燃料の安定調達、設備更新時期、投資採算性および

政策支援等を総合的に勘案し、実行可能な施策から段階的に取り組みます。 

3. 現在実施している CO₂の回収・有効利用 

当社では、軽質炭酸カルシウムの製造工程において、生石灰焼成時に発生する CO₂ガスを回収し、吹

き込むことで、粒子形状・粒径の制御を行うとともに、CO₂の再利用を行っています。 

この取組は、製造工程で発生する CO₂を回収し、製品製造に有効利用するものであり、当社が既に実

施している CO₂回収・利用（CCU）の取組として位置付けています。 

今後も、現在の CO₂回収・利用について、回収量・利用量、エネルギー効率、製造品質等を踏まえな

がら、さらなる効率化・有効利用の可能性を検討します。 

4. 2050年カーボンニュートラルに向けた方向性 

当社は、2050年カーボンニュートラルの実現を目指し、次の取組を段階的に検討・推進します。 

（1）エネルギー使用量および温室効果ガス排出量の継続的な把握・可視化 

（2）焼成工程をはじめとする製造工程の省エネルギー化・効率化 

（3）燃料の低炭素化・代替燃料の活用可能性の検討 

（4）再生可能エネルギー・非化石電力等の活用可能性の検討 

（5）廃熱回収・有効利用等によるエネルギー効率の向上 

（6）設備更新・改造時における高効率・低炭素設備の導入検討 

（7）既に実施している CO₂回収・利用（CCU）の効率化および利用拡大の可能性の検討 

（8）将来的な CO₂回収・貯留（CCS）を含む CCUS関連技術について、技術・コスト・インフラ等の 

   動向を継続的に調査・評価 



（9）製品・顧客ニーズを踏まえた低炭素化の可能性の検討 

5. 2030年度に向けた取組 

2030年度に向けては、まず現在の排出量、エネルギー使用量、原単位および主要設備ごとの排出特

性を精査し、削減ポテンシャルを把握します。 

その結果を踏まえ、2030年度の温室効果ガス排出削減目標、重点施策および必要な投資計画を具体

化します。 

また、既に実施している CO₂回収・利用についても、現状の回収・利用実績を把握し、さらなる効率

化・利用拡大の可能性を評価します。 

目標および施策については、技術開発の進展、エネルギー価格、制度・政策、設備更新計画等の変

化を踏まえ、必要に応じて見直します。 

6. 投資・施策の判断方針 

脱炭素に関する設備投資等については、環境面のみならず、安定操業、製品品質、安全性、投資回

収性、将来のエネルギーコスト、供給安定性および政策支援等を総合的に評価します。 

特に大規模な設備投資については、技術的・経済的な実現可能性を確認した上で、個別案件ごとに

経営判断を行います。 

これにより、脱炭素と事業の持続的な成長・競争力の維持を両立することを目指します。 

7. 推進体制 

脱炭素・GXを継続的な経営課題の一つとして認識し、関係部門が連携して取組を推進します。 

エネルギー・温室効果ガス排出量の取りまとめ担当を品質保証室とし、生産、設備、購買、経営企

画・財務、営業等の関係部門と連携して、排出量の把握、削減施策の検討、進捗管理および経営層

への報告・共有を行います。今後の取組状況や事業環境等を踏まえ、必要に応じて推進体制の見直

しを行います。 

8. 進捗管理・情報開示 

温室効果ガス排出量、エネルギー使用量、原単位、CO₂回収・利用量およびその他の削減施策の進捗

等について継続的に確認し、これらの把握に努めるとともに、必要に応じて経営層へ報告します。 

また、GX-ETSをはじめとする関連制度への対応を適切に行うとともに、当社の取組について、事業

活動との整合性を確保しながら適切な情報開示に努めます。 

9. 本方針の見直し 

本方針は、事業環境、技術動向、制度・政策、エネルギー事情等の変化を踏まえ、必要に応じて見

直します。 

具体的な削減目標および施策については、実績と将来見通しを踏まえて段階的に具体化します。 


